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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期

第１四半期
連結累計期間

第76期
第１四半期
連結累計期間

第75期

会計期間

自 平成28年
   ４月１日
至 平成28年
   ６月30日

自 平成29年
   ４月１日
至 平成29年
   ６月30日

自 平成28年
   ４月１日
至 平成29年
   ３月31日

完成工事高 (百万円) 15,450 16,431 172,165

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △430 △601 14,723

親会社株主に帰属する四半期
(当期)純損益

(百万円) △391 △440 9,126

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △1,423 1,503 10,684

純資産額 (百万円) 133,604 145,548 145,712

総資産額 (百万円) 193,338 206,528 227,751

１株当たり四半期(当期)純損益 (円) △6.36 △7.16 148.46

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 64.27 65.60 59.59
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いない。

２．完成工事高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、重要な変更又は新たに発生した事業等のリスクはない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間の国内経済は、政府や日銀による経済・金融政策の効果などを背景に、雇用・所得環

境の改善が続くなど、景気は緩やかな回復基調が続いた。一方で、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影

響などに留意が必要な状況であった。当建設業界における受注環境は、公共投資は底堅さが増しており、民間設備

投資は持ち直しの動きが続いた。

このような状況の中で、当社グループは営業体制の強化を図り、グループを挙げて新規工事の受注確保に努めた

結果、当第１四半期連結累計期間の連結受注高は301億円（前年同四半期比93％）となり、連結売上高は164億円

（前年同四半期比106％）となった。

利益については、連結営業損失は９億57百万円（前年同四半期は同７億59百万円）、連結経常損失は６億１百万

円（前年同四半期は同４億30百万円）となった。また親会社株主に帰属する連結純損失は４億40百万円（前年同四

半期は同３億91百万円）となった。

なお、当社グループの業績の特性として、販売費及び一般管理費等の固定費は１年を通して恒常的に発生するも

のの、売上高は第４四半期に集中する季節的要因がある。

 

部門別の状況は次のとおりである。

 

鉄道電気工事部門

当第１四半期連結累計期間は、主な得意先である東日本旅客鉄道株式会社を始めとするＪＲ各社、鉄道・運輸機

構、公営鉄道及び民営鉄道などに対して組織的営業を積極的に展開し受注の確保に努めた結果、連結受注工事高は

158億61百万円（前年同四半期比98％）となり、連結完成工事高は83億97百万円（前年同四半期比103％）となっ

た。

 

一般電気工事部門

当第１四半期連結累計期間は、顧客指向に基づいた積極的な営業活動を展開し受注の確保に努めた結果、連結受

注工事高は85億73百万円（前年同四半期比78％）となり、連結完成工事高は57億71百万円（前年同四半期比108％）

となった。

 

情報通信工事部門

当第１四半期連結累計期間は、全国的な受注拡大を図り積極的な営業活動を展開し受注の確保に努めた結果、連

結受注工事高は52億60百万円（前年同四半期比116％）となり、連結完成工事高は16億20百万円（前年同四半期比

115％）となった。

 

その他

当第１四半期連結累計期間は、連結受注高は４億16百万円（前年同四半期比95％）となり、連結売上高は６億41

百万円（前年同四半期比118％）となった。

（注）「その他」の事業には、不動産業及びビル総合管理等の関連事業、ソフトウェアの開発及び電気設備の設計

等を含んでいる。
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(2) 資産、負債、純資産の状況に関する分析

(流動資産)

当第１四半期連結会計期間における流動資産の残高は、1,231億26百万円（前連結会計年度末は1,481億48百万

円）となり、250億21百万円減少した。減少した主な要因は、有価証券（185億円から362億96百万円へ177億96百万

円増）及び未成工事支出金等（261億55百万円から391億45百万円へ129億90百万円増）が増加したが、受取手形・完

成工事未収入金等（803億95百万円から231億35百万円へ572億59百万円減）が減少したことである。

 

(固定資産)

当第１四半期連結会計期間における固定資産の残高は、834億２百万円（前連結会計年度末は796億３百万円）と

なり、37億98百万円増加した。増加した主な要因は、投資有価証券（348億55百万円から389億98百万円へ41億43百

万円増）が増加したことである。

 

(流動負債)

当第１四半期連結会計期間における流動負債の残高は、426億49百万円（前連結会計年度末は645億48百万円）と

なり、218億99百万円減少した。減少した主な要因は、支払手形・工事未払金等（336億16百万円から164億52百万円

へ171億64百万円減）及び未払法人税等（46億41百万円から１億42百万円へ44億98百万円減）が減少したことであ

る。

 

(固定負債)

当第１四半期連結会計期間における固定負債の残高は、183億30百万円（前連結会計年度末は174億90百万円）と

なり、８億39百万円増加した。

 

(純資産)

当第１四半期連結会計期間における純資産の残高は、1,455億48百万円（前連結会計年度末は1,457億12百万円）

となり、１億63百万円減少した。減少した主な要因は、その他有価証券評価差額金（109億75百万円から128億８百

万円へ18億32百万円増）が増加したが、利益剰余金（1,108億31百万円から1,069億64百万円へ38億66百万円減）及

び自己株式（17億90百万円から24百万円へ17億65百万円減）が減少したことである。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、重要な変更又は新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はな

い。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めていない。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、46百万円である。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 198,000,000

計 198,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
 (平成29年６月30日)

提出日現在発行数(株)
 (平成29年８月10日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 61,537,219 同左
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
100株

計 61,537,219 同左 ― ―

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
 (千株)

発行済株式
総数残高
 (千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
 (百万円)

資本準備金
残高
 (百万円)

平成29年５月31日 △3,800 61,537 ― 8,494 ― 7,792

 

(注)　上記は自己株式の消却による減少である。

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしている。

① 【発行済株式】

   平成29年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 4,332,900
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 60,964,400
 

609,644 ―

単元未満株式 普通株式 39,919
 

― ―

発行済株式総数   65,337,219
 

― ―

総株主の議決権 ― 609,644 ―
 

(注) １．「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権の数20個）含まれ

ている。

２．平成29年５月31日付で、自己株式3,800,000株の消却を行ったことにより、当第１四半期会計期間末日現在

における発行済株式総数は61,537,219株となっている。

 

② 【自己株式等】

  平成29年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本電設工業株式会社
東京都台東区池之端
１丁目２－23

3,822,600 ― 3,822,600 5.85

永楽電気株式会社
東京都品川区大崎
１丁目19－２

74,100 ― 74,100 0.11

株式会社三工社
東京都渋谷区幡ヶ谷
２丁目37－６

281,100 ― 281,100 0.43

株式会社新陽社
東京都港区芝
３丁目４－13

155,100 ― 155,100 0.24

計 ― 4,332,900 ― 4,332,900 6.63
 

(注) 平成29年５月31日付で、自己株式3,800,000株の消却を行ったことにより、当第１四半期会計期間末日現在にお

ける当社保有の自己株式数は22,634株となっている。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はない。
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第４ 【経理の状況】

 

「四半期連結財務諸表の作成方法について」

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。

 

「監査証明について」

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、監査法人青柳会計事務所による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 16,165 16,908

  受取手形・完成工事未収入金等 80,395 23,135

  電子記録債権 2,426 2,061

  有価証券 18,500 36,296

  未成工事支出金等 26,155 39,145

  繰延税金資産 2,622 2,629

  その他 1,885 2,949

  貸倒引当金 △2 △1

  流動資産合計 148,148 123,126

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 18,192 17,964

   土地 14,432 14,308

   その他（純額） 5,427 5,684

   有形固定資産合計 38,052 37,957

  無形固定資産 4,123 3,917

  投資その他の資産   

   投資有価証券 34,855 38,998

   繰延税金資産 1,111 1,134

   その他 1,483 1,416

   貸倒引当金 △22 △22

   投資その他の資産合計 37,427 41,527

  固定資産合計 79,603 83,402

 資産合計 227,751 206,528

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 33,616 16,452

  電子記録債務 9,259 12,688

  短期借入金 400 400

  未払法人税等 4,641 142

  未成工事受入金 5,720 7,033

  完成工事補償引当金 34 31

  工事損失引当金 907 891

  賞与引当金 5,328 1,654

  役員賞与引当金 83 5

  その他 4,557 3,349

  流動負債合計 64,548 42,649

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 105 109

  退職給付に係る負債 13,500 13,703

  その他 3,885 4,517

  固定負債合計 17,490 18,330

 負債合計 82,039 60,980
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 8,494 8,494

  資本剰余金 7,792 7,792

  利益剰余金 110,831 106,964

  自己株式 △1,790 △24

  株主資本合計 125,327 123,227

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 10,975 12,808

  退職給付に係る調整累計額 △585 △554

  その他の包括利益累計額合計 10,390 12,253

 非支配株主持分 9,993 10,068

 純資産合計 145,712 145,548

負債純資産合計 227,751 206,528
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

完成工事高 15,450 16,431

完成工事原価 13,151 14,306

完成工事総利益 2,298 2,125

販売費及び一般管理費 3,058 3,082

営業損失（△） △759 △957

営業外収益   

 受取利息 2 2

 受取配当金 314 348

 その他 58 67

 営業外収益合計 376 418

営業外費用   

 支払利息 0 0

 持分法による投資損失 46 63

 その他 1 0

 営業外費用合計 47 63

経常損失（△） △430 △601

特別利益   

 固定資産売却益 - 168

 特別利益合計 - 168

特別損失   

 投資有価証券評価損 13 -

 固定資産除売却損 3 42

 特別損失合計 17 42

税金等調整前四半期純損失（△） △448 △475

法人税等 △95 △95

四半期純損失（△） △352 △379

非支配株主に帰属する四半期純利益 39 60

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △391 △440
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純損失（△） △352 △379

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △1,114 1,844

 退職給付に係る調整額 48 30

 持分法適用会社に対する持分相当額 △5 7

 その他の包括利益合計 △1,071 1,882

四半期包括利益 △1,423 1,503

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △1,458 1,423

 非支配株主に係る四半期包括利益 34 80
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【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

完成工事高の季節的変動

前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

当社グループの完成工事高は、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中しているため、

第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連結会計期間の完

成工事高が著しく多くなるといった季節的変動がある。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

減価償却費 682百万円 846百万円
 

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金
の総額
(百万円)

１株当た
り配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日
定時株主総会

普通株式 1,537 25 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金

 

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項なし。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金
の総額
(百万円)

１株当た
り配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月23日
定時株主総会

普通株式 1,660 27 平成29年３月31日 平成29年６月26日 利益剰余金

 

 

２．株主資本の金額の著しい変動

自己株式の消却

当社は、平成29年４月28日開催の取締役会決議により、会社法第178条の規定に基づき、平成29年５月31日

付で自己株式3,800,000株を消却した。この結果、当第１四半期連結累計期間において、利益剰余金及び自己

株式がそれぞれ17億65百万円減少している。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日)

当社グループは、設備工事業の単一セグメントであるため、記載を省略している。

 

当第１四半期連結累計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日)

当社グループは、設備工事業の単一セグメントであるため、記載を省略している。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

１株当たり四半期純損益 (円) △6.36 △7.16

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純損益 (百万円) △391 △440

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損益

(百万円) △391 △440

普通株式の期中平均株式数 (千株) 61,472 61,472
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

２ 【その他】

特記事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年８月10日

日本電設工業株式会社

取締役会　御中

 

監査法人青柳会計事務所
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   井　　上　　靖　　秀   印

 

 

業務執行社員  公認会計士   福　　井　　俊　　之   印
 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電設工業株

式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から

平成29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本電設工業株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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